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Ⅰ 序論



１．日の出町の3階級別人口推移
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本町でも人口減少と少子化が
ゆるやかに進んでいます。

資料：住民基本台帳
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合計16,705人 合計16,647人 合計16,563人 合計16,500人

（0～14歳） （15～64歳） （65歳以上）



２．ＤＸ推進方針策定の背景

▪ 新型コロナウイルス対応において、地域間
や組織間におけるデータ活用が十分に行
われずに、国際的な比較の中で我が国の
デジタル化の遅れが鮮明になりました。

▪ 新しい日常生活における「非接触」や「非
対面」といった原則は、アフターコロナにお
いても住民の利便性を高めることにつなが
ります。

▪ 2040年問題として、労働力不足が深刻
になることが予測される中、業務効率化を
図り、人的資源を行政サービスの向上に
つなげていくデジタル社会への変革が喫緊
の課題となっています。

インター
ネットの
普及

インターネットをはじめ
としたデジタル技術が急
速に進歩しています

新型コロ
ナウイル
スの感染
拡大

新型コロナの出現でマス
クや消毒など新しい生活
習慣に対応していくこと
が求められています。

労働力

不足

出生数の減少傾向が続き、
2040年には大幅に人口減
少社会になり、労働力不
足が深刻化します。
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３．ＤＸとは？

ICTを活用

した役場業

務の変革
１

行政サービスの

利便性を高め、

少数の職員でも

質を維持・向上

２
住民の暮

らしの利便

性を向上
３

DX（デジタル・トランスフォーメーション）は、「制度や組織の在り方等をデジタル化に合わ
せて変革していくこと」を意味します。
その目的は「デジタル技術やデータを活用して、住民の利便性を向上させること」です。
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４．国のＤＸ推進

▪ 政府は「自治体DX推進計画」を令和2年12月25日に発表しました。この計画は令和2年
度～令和7年度を対象期間とし、以下を重点取組事項として定めました。

▪ さらに、令和3年7月7日には、その進め方として「自治体DX推進手順書」を定めました。

① 自治体の情報システムの標準化・共通化
目標時期を2025年度とし、「ガバメントクラウド」の活用に向けた検討を踏まえ、
基幹系20業務システムについて国の策定する標準仕様に準拠したシステムへ移行

② マイナンバーカードの普及促進
2022年度末までにほとんどの住民がマイナンバーカードを保有していることを目指
し、交付円滑化計画に基づき、申請を促進するとともに交付体制を充実

③ 自治体の行政手続のオンライン化
2022年度末を目指して、主に住民がマイナンバーカードを用いて申請を行うことが
想定される手続（31手続）について、マイナポータルからマイナンバーカードを用
いてオンライン手続を可能に

④ 自治体のAI・RPAの利用推進
①、③による業務見直し等を契機に、AI・RPA導入ガイドブックを参考に、AIや
RPAの導入・活用を推進

⑤ テレワークの推進 テレワーク導入事例やセキュリティポリシーガイドライン等を参考に、テレワーク
の導入・活用を推進

⑥ セキュリティ対策の徹底 地方公共団体のガバメントクラウド活用に関するセキュリティ対策の方針を踏まえ、
ガバメントクラウドの活用に向けて、情報セキュリティ対策を徹底
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５．デジタル田園都市国家構想

8資料：デジタル田園都市国家構想基本方針について（令和４年６月）内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局

デジタル田園都市国家構想は、
総合戦略と一体となり、地方創生
の切り札としてのデジタル化を推
し進めることになります。

国は、人材、予算などの面で地
方をバックアップし、地方は自ら
の主体制で人口減少対策に取り組
むことが求められています。

マイナンバーカードの普及や地
域交通の需給関係を踏まえた見直
し、子育て、教育、観光、医療、
テレワーク等々、あらゆる面でデ
ジタル化を取り入れた施策展開を
図っていくことが重要です。



６．東京のＤＸ推進強化に向けた新たな展開
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東京都は、キャッシュレス化やペーパーレス
化など、デジタル化の取組を推進しています。

東京都と区市町村が協力してデジタル化を実
現するために、デジタル人材の紹介や、共同調
達に向けたデジタル化など、コスト削減・効率
化につながるデジタル化を推進しています。

資料：東京のＤＸ推進強化に向けた新たな展開（概要版）



Ⅱ ＤＸ推進方針



１．役場の課題

▪ 日の出町では、全庁的な業務量調査を実施しました。

▪ 課によってばらつきはあるものの、「資料等作成」に係る時間が
多く、「文書処理」や「問い合わせ」等の時間が多い課もありま
した。

▪ 住民サービスの向上のためには、業務量が多い項目のデジタ
ル化の可能性を調査し、効率的な業務改革を図っていくこと
によって、住民サービスの向上につながることが期待されます。

令和４年６月に実施した全庁的な業務
量調査では、各課の業務量の特徴が把握
できました。

また、その後の各課ヒアリングにおいて把握し
た課題を整理します。
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図面の電子化 電子契約の導入
調査等のデジタル化

（アンケート含む）

オンライン会議の推進
デジタル関連研修への積極

的参加
訪問・対面形式の見直し

ペーパーレス化の推進
（メール印刷の廃止）

オンライン申請の推進 ＡＩ議事録の推進

デジタルデータによる文書
管理の方法改善

チャットボットの導入
施設・備品等管理のシステ

ム化

▪ 各課ヒアリングで挙がった代表的なデジ
タル化への取組項目は右記のようなも
のでした。

▪ 業務効率化の視点として多くのことが
挙げられましたが、避難所のネットワー
ク環境の整備など、地域ＤＸに関する
項目も挙げられています。

▪ 今後は、こうした課題・取組項目につ
いて、具体的なベンチマークを設定し、
スモールスタートの視点を踏まえて段階
的に全庁的な取組へとつなげていくこと
が重要です。

▪ 例えば、「紙の購入量を減らす」、「窓
口の混み合う時間を減らす」、「残業を
減らす」など、具体的なベンチマークを
設定していく必要があります。



２．職員アンケート

令和４年９月に実施した職員アンケートで
は、約120名の職員が回答しました。

将来的な業務上の課題に不安を覚える職
員は全体の３/４にのぼり、紙書類の多さ
や職員数の減少、業務量の増加などの課
題が挙げられています。
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３．目指す姿

「人にやさしく、あたたかいデジタル化」

日の出町がデジタル化を進めていく基本的
な方針を示します。

15

日の出町のＤＸ推進方針

私たちのまちは、高齢化率が約40％で、お年寄りの多く住むまちです。
職員数も決して多いわけではありません。
デジタル化は日の出町にはなじまないのではないかと思われるかもしれ

ませんが、これから先のことを考えると、今から備えていく必要がありま
す。

働いている人が、役場に行くために休みをとらないといけないような状
態にしないためにどうするべきか。
公共施設を利用しやすくするためにどうするべきか。
生活に困ったときに相談しやすい環境をどう作るべきか。
子育てをする人が、孤立化しないようにするためにはどうするべきか。
職員一人あたりの仕事量が増える中で質の高い行政サービスを維持する

にはどうするべきか。
子育てや介護を行う職員が不安なく働くためにはどうするべきか。

人口減少と少子高齢化が進行しています。働く人が減っていき、支援を
必要とする人が増えていく時代に、今までの行政から脱却し、新しい発想
で、「人にやさしく、あたたかいデジタル化」を推進し、便利で豊かな暮
らしが営める日の出町を創造していきます。



４．自治体ＤＸ重点６項目への町の取組
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項目 町の取組事項

① 自治体の情報システムの標準化・
共通化

国の標準仕様書に基づき、業務フローの整理を行うとともに、基幹系ベンダーと
協議・調整を重ね、標準準拠システムへの移行を図ります。

② マイナンバーカードの普及促進
マイナンバーカード普及促進事業等の内容を積極的に周知し、出張申請受付の実
施等も含めた交付体制の充実を図ります。

③ 自治体の行政手続のオンライン化
行政手続きのオンライン申請の対応を進め、窓口に来なくても行政サービスが受
けられる「行かない、待たない、書かない」窓口の実現を目指します。

④ 自治体のAI・RPAの利用推進
AIやRPAなどのデジタル技術は地方公共団体の業務を改善する有力なツールであ
り、限られた経営資源の中で持続可能な行政サービスを提供し続けていくため、
今後の活用を検討します。

⑤ テレワークの推進
テレワーク先行導入自治体等の事例や「地方公共団体における情報セキュリティ
ポリシーに関するガイドライン」等を踏まえながら、テレワーク導入・活用を積
極的に検討します。

⑥ セキュリティ対策の徹底
国のガイドラインを踏まえ、必要に応じて庁内の情報セキュリティ管理のルール
見直しを行い、情報セキュリティ対策を徹底するものとします。



５．方針概要

推進方針の概要です
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方針の目的 「日の出町ＤＸ推進方針」は、各種デジタル技術を活用し、
日の出町の行政サービスの高度化、行政手続等の簡素化・
効率化、地域課題の解決を図ることを目的としたものであ
り、国の目指すデジタル社会の形成へ向けた各種要請に対
応する「日の出町ＤＸ推進計画」を包含するものです。
本方針の推進を通じ、町は、町職員が企画立案業務や住民
への直接的なサービス提供など“町職員にしかできない”
業務に集中し、住民の暮らしに寄り添うサービスを実現さ
せることを目指します。

方針の位置づけ 日の出町ＤＸ推進方針は、本町のまちづくりの指針である
「第五次日の出町長期総合計画」、東京都の「東京デジタ
ルファースト推進計画」及び国の「自治体DX推進計画」、
「デジタル・ガバメント実行計画」等との整合を図るとと
もに、官民データ活用推進基本法（平成28年法律第103号）
第９条第３項に基づく官民データ活用の推進に関する施策
についての基本的な計画として位置づけます。

期間 本方針の期間は、令和５年（2023年）４月から令和10年
（2028年）年３月までの５年間とします。
なお、期間内であっても、方針の推進にあたり必要と認め
られる場合においては、随時見直しを行うものとします。

進捗管理 DXの推進は、全庁にまたがる組織横断的な連携と協力が不
可欠となります。したがって、本方針の推進にあたっては、
関係各課から選抜された「日の出町デジタル化推進ワーキ
ンググループ」及び各課長で組織された「日の出町デジタ
ル化推進会議」を中心とした推進体制により、各種取組の
検討、効果検証及び見直しを図るなど、PDCAサイクルによ
る進捗管理を行うものとします。



６．ＤＸ推進体制

推進体制の構成です。

日の出町デジタル化推進ワーキンググループ
を検討主体に据え、ボトムアップを意識した
推進体制としています。
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町長

日の出町デジタル化
推進会議

日の出町デジタル化
推進ワーキング

グループ

CIO（副町長）

業務担当課

検
討
主
体

推
進
主
体



Ⅲ ＤＸ推進計画



１．日の出町ＤＸ重点1６項目
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①ペーパーレス化

費用

効果低 高

高

②電子決裁（文書）⑭電子決済（公金）

⑩RPA

④情報セキュリティ

⑤オンライン会議

⑫オンライン申請

③データ管理

⑥テレワーク

⑬SNS/HPの充実

⑧人材育成

⑮書かない窓口

⑨コミュニケーションツール

⑯地図情報

⑦防災ＤＸ

⑪デジタルデバイド対策

①～⑩：役場業務の変革 ⑪～⑯：行政サービスの利便性向上
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年度（取組個数）
項目

R5（16個） R6（16個） R7（12個） R8（7個） R9（6個）

役
場
業
務
の
変
革

① ペーパーレス化 検討 開始

② 電子決裁（文書） 検討 スモールスタート 開始

③ データ管理 ルールの検討 開始

④ 情報セキュリティ 随時対応 随時対応 随時対応 随時対応 随時対応

⑤ オンライン会議 調査 対応方針検討 開始

⑥ テレワーク 事例研究 制度・環境構築 開始

⑦ 防災ＤＸ 検討 検討 随時導入 随時導入 随時導入

⑧ 人材育成 計画策定 実施 実施 実施 実施

⑨ コミュニケーションツール
チャットツール研究
スモールスタート

チャットツール導入
オンライン会議
ツール研究

オンライン会議
ツール導入

⑩ ＲＰＡ 事例研究 事例研究 事例研究 導入検討 構築

行
政
サ
ー
ビ
ス
の
利
便
性
向
上

⑪ デジタルデバイド対策 推進 推進 推進 推進 推進

⑫ オンライン申請
実施方法
オンライン化手続き検討

スモールスタート
オンライン化手続きの検討

オンライン手続業務の追加

⑬ ＳＮＳ／ＨＰの充実 HP改善 SNS充実

⑭ 電子決済（公金） 検討 構築 開始

⑮ 書かない窓口 事例研究 事例研究 事例研究 システム検討 スモールスタート

⑯ 地図情報 検討 開始

日の出町ＤＸ重点1６項目一覧



２．個別施策
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施策①

ペーパーレス化

現状

現状は、決裁文書等は全て印刷して回覧している。また、業務書類の多くが紙ベース
での保管となっており、保管場所の確保に苦慮している。

電子決裁の検討と併せて、庁内業務書類については原則として電子文書による回覧と
するなど、庁内全体でのルール作りが必要。

会議をペーパーレスで行うなど取り組みを始めているが、より一層の推進を図ってい
く必要がある。

施策概要

紙への印刷を最小限に抑える。会議資料の印刷を禁止するなど取り組み方法を具体化
し、業務をデジタルへシフトしていく。

ペーパーレス化が促進されることで、ごみの廃棄量が減少し、カーボン・オフセット
にも寄与する。

計画

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

取組方法の検討 開始
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施策②

電子決裁（文書）

現状
現状は、決裁文書は全て印刷して回覧しており、決裁権限者への書類回しだけでも大
きな時間的ロスが発生している。また、ペーパーレスを阻害する要因となっている。

施策概要

電子決裁を導入することで、決裁権のある職員はタイムリーに起案内容を確認できる
ようになる。

起案と同時に決裁権限者が内容を確認可能となり、起案者は決裁の進捗状況が把握で
きるようになる。これにより、決裁が迅速化し、時間的なロスが抑制される。

また、印刷コストの大幅な削減が期待できる。起案・決裁ともにパソコンで行えるた
めテレワークの作業効率向上も期待できる。

計画

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

検討 スモールスタート 開始
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施策③

データ管理

現状

デジタルデータのフォルダ管理について、各課各係でバラバラの管理方法になってお
り、必要なデータの検索に時間がかかったり、不要なデータが残っていることでファ
イルサーバの容量を圧迫している。

施策概要
デジタルデータのフォルダ管理について、一定のルールを設けデータ整理を行う。

計画

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

ルールの検討 開始
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施策④

情報セキュリティ

現状

情報セキュリティポリシーを策定し、ルールの順守を周知しているが、情報漏洩等の
人為的ミスを防ぐために十分な研修が行えていない。また、マイナンバーカードの普
及に伴い、個人情報や特定個人情報の取り扱いが今まで以上に重要になっている。

施策概要

日進月歩でデジタル化が進む中で国が定めるセキュリティポリシーも変化しているた
め、それに合わせて当町のセキュリティポリシーの見直しを行うとともにインフラ整
備や職員への周知徹底等の必要な対策を講じる。

計画

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

随時対応
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施策⑤

オンライン会議

現状
オンライン会議が行えるブースを用意し、関係機関や事業者等とのオンライン会議が
行える環境が整いつつある。オンライン会議が行えるアカウントを増やすなどの対応
が必要。

施策概要
オンライン会議を積極的に推進し、移動時間やそれに伴うコストの節約を図るととも
に、必要に応じてルールの構築を図る。

計画

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

調査 対応方針検討 開始
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施策⑥

テレワーク

現状
新型コロナウイルスにより自宅待機等を強いられた職員がテレワークを試験的に実施
したが、担当する業務内容によってテレワークができる部署とそうでない部署がある
など、公平性の観点からも全庁的導入には至っていない。

施策概要
産休・育休・介護休をはじめ、新型コロナウイルス感染時のテレワーク対応を想定し、
職員の柔軟な働き方を選択可能とすることで、日常生活・社会生活上の制約がある職
員の能力が発揮されるよう実施する。

計画

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

事例研究 制度構築
環境構築

開始
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施策⑦

防災ＤＸ

現状
避難所と災害対策本部の連絡等を電話で行っている。
避難者の人数確認なども目視で行っている。
避難所の開設は職員が行っている。

施策概要
避難所の通信インフラの整備を図るとともに、伝達手段の多チャンネル化についても
検討する。また、避難者の人数確認をカメラとタブレットで行うことなど研究し、防
災ＤＸを推進する。

計画

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

検討 検討 随時導入
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施策⑧

人材育成

現状
ＤＸに関する職員アンケートにおいても要望が多かった研修をはじめ、ＤＸを推進し
ていくうえで必要な知識を向上させていく必要がある。

施策概要
e-learningや外部派遣による研修など、ＤＸの知識・経験が積める人材育成を計画し、
計画的に取り組んでいく。

計画

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

計画策定 実施
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施策⑨

コミュニケーションツール

現状
チャットツールがないため職員間のコミュニケーションが取りづらく、業務が非効率
になっている。

施策概要
ビジネスチャットや庁内オンライン会議等のコミュニケーションツールを導入し、よ
り柔軟な働き方の実現や業務の効率化を図る。

計画

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

チャットツール研
究・スモールス
タート

チャットツール
導入

オンライン会議
ツール研究

オンライン会議
ツール導入
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施策⑩

RPA

現状
入力等の自動化を行うRPAは、処理量が多い場合は効果が見込めるものの、本町の規
模では費用対効果が見込めず導入に至っていない。

施策概要

AIやRPAなどのデジタル技術は地方公共団体の業務を改善する有力なツールであり、

限られた経営資源の中で持続可能な行政サービスを提供し続けていくために継続して
検討していく必要がある。今後、国の進める業務の標準化が進めば、RPAのメリット
を受けやすくなることが想定されるため検討を行う。

計画

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

事例研究 事例研究 事例研究 導入検討 構築
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施策⑪

デジタルデバイド対策

現状
高齢化率が40％近くあり、デジタル化の恩恵を受けられない方が一定数いることが想
定される。

施策概要
タブレットやスマホ教室などを開催し、高齢者をはじめとした地域住民のリテラシー
向上に努める。

計画

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

推進
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施策⑫

オンライン申請

現状

行政続きのオンライン化が進んでおらず、町に申請を行う際は窓口まで行く必要があ
る。一部事業への参加申込みや施設予約申請などですでに取組み始めているが、より
一層の推進を図っていく必要がある。

施策概要

町に対する手続きをオンラインで行えるよう整備する。これにより利用者はいつでも
どこでも手続きを行うことができる。また、申請情報がデータで取得可能となること
から、入力作業等改善を行い、業務の効率化を図る。

計画

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

実施方法・オンライ
ン化手続き検討

スモールスタート、
オンライン化手続き
の検討

オンライン手続業
務の追加
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施策⑬

SNS/HPの充実

現状
公式ツイッターに町ホームページからアクセスできるようにしているものの、更新頻
度が少なくフォロワー数も少ない。UI／UXを意識したホームページに改善する必要が
ある。

施策概要

チャットボットを含め、使いやすく、直感的にわかりやすいホームページの改善を図
る。また、ツイッターをはじめとするSNSについても情報更新の頻度を上げるととも

に、動画配信等も活用しながら、わかりやすい町政情報の発信に努める。特にスマー
トフォンからの利用を想定したUI／UXの充実を図っていく。

計画

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

HP改善 SNS充実
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施策⑭

電子決済（公金）

現状
金融機関・農協・郵便局のほか、コンビニエンスストアにおいても税金の納付ができ
るようになっている。

施策概要
電子マネーによる納付の検討を行うとともに、税金等の納付だけでなく、使用料・手
数料等の支払いも行えるように拡充を検討する。また、電子決済の実現に合わせ、オ
ンライン申請手続きの利便性向上を図っていく。

計画

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

検討 構築 開始
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施策⑮

書かない窓口

現状
現状は、住民が行う各種手続において、複数の手続が必要となった際に、同じ内容を
それぞれの手続の様式に転記する必要がある。

施策概要

「書かない窓口」の導入を推進し、取扱手続の拡大を検討する。

１度の申請で、複数の申請様式が自動で作成されるようになり、住民の負担が軽減さ
れるほか、手続の効率化により、感染症流行下において、庁内滞在時間が短縮化され
る効果が見込める。また、職員にとってもシステム等に入力する手間を省くことがで
きる。

計画

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

事例研究 事例研究 事例研究 システム検討 スモールスタート
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施策⑯

地図情報

現状
事業者等が都市計画図や町道の詳細情報等を知りたい場合は、来庁していただき、コ
ピーした紙の図面を購入してもらう。

施策概要
地図情報をホームページ等に掲載し、来庁しなくても図面等が取り出せるようにする
ことを検討する。

計画

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

検討 開始



Ⅳ 資料編



１．用語集
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用語 用語の説明

あ
インターネット 世界中にあるコンピューターをつなげて情報のやり取りを行う仕組みのこと。

オンライン コンピューターがインターネット（本用語集参照）につながっている状態のこと。

か カーボン・オフセット
日常生活や経済活動で排出されるCO2等の温室効果ガスについて削減努力を行ったうえで、排出されてしまう温

室効果ガスについては、排出量に見合った削減活動に投資することで埋め合わせをしていく試みのこと。

書かない窓口
職員がお客様から住所・氏名・生年月日などの情報や申請内容を聞き取りし、「窓口業務支援システム」へ入力

を行い、申請書の作成を支援する仕組みで、お客様の申請書作成の手間が軽減され、手続き漏れも防止される。

キャッシュレス 現金を使わずに支払いを済ませる方法

ガバメントクラウド 政府共通のクラウド（本用語集参照）サービスの利用環境

クラウド データ等のまとまった資源を、ネットワークを経由して利用する仕組みのこと。

さ 自治体DX
自治体が、行政サービスの品質向上や高度化を目指して、デジタル技術を活用した業務の効率化や改善を図る取

組。自治体DXは、「住民の幸せ」を起点としたアプローチであることから、全ての住民を取り残さないことが重
要であり、必ずしも効率化が優先されない点に特徴がある。

スマートフォン コンピュータの機能を有し、インターネットにアクセスできる携帯電話のこと。
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用語 用語の説明

た タブレット ここでは特にパソコンに準じる機能を有する板状の端末のこと。

チャット
本来は“おしゃべり”という意味の言葉で、複数の利用者がリアルタイムにメッセージを送信するためのシステ

ムをチャットと呼ぶ。

デジタルデバイド インターネットやパソコン等の情報通信技術を利用できる者と利用できない者との間に生じる格差のこと。

電子決済 現金の受け渡しを行わず、データの送受信で決済を行う方法のこと。

テレワーク インターネット（本用語集参照）等の仕組みを活用して、会社や役場以外で仕事を行うこと。

は ペーパーレス 業務や手続きの際に紙の資料を用いず、代わりに電子データ等を用いること。

ベンダー システムを提供する事業者のこと。

ま マイナポータル マイナンバーカード（本用語集参照）を利用して、どこでも行政手続きができるようにした仕組みのこと。

マイナンバーカード
個人を識別する番号が記載されており、本人確認書類として、また様々な申請のために利用できるカードのこ

と。

ら リテラシー 読み解く力。特性を理解し、活用する能力。

わ ワークライフバランス 仕事と生活の調和のこと。
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用語 用語の説明

A-Z AI・RPA
AIはArtificial Intelligenceの略であり、人間の思考と同じように動作する仕組みのこと。RPAはRobotic Process
Automationの略であり、特定の作業を自動化する仕組みのこと。AI・RPAはそれらを組み合わせた仕組みのこと。

CIO
Chief Information Officerの略であり、最高情報責任者等と訳される。経営戦略と情報通信戦略の統括・調整を

担当する役職のこと。

DX 役場や企業がデジタル技術を活用して、業務の効率化やサービスの向上を図ること。

ICT Information & Communications Technologyの略であり、情報通信技術のこと。

UI/UX
UI：User Interfaceの略であり、サービスやプロダクトとのユーザー接点を指す。
UX：User Experienceの略であり、サービスやプロダクトからユーザーが得られる体験を指す。
本計画においては、サービスやプロダクトの使いやすさや満足度を意味する。
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